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附« 害 A 危険物 質への 暴露の 低減の ための 方策の 例 

JIS B 9709 の 規格 群に は， 次に 示す 部 « 成が ある。 

JIS B 9709-1 第 I 部 ： 機械 類 製造者の ための 涼 刖 及び 仕様 

JIS B 9709-2 第 2 部 ： 検証 手 顧に 関する 方法論 
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日本工業規格 



JIS 



機械 類の 安全性 一 機械 類 か ら B 9709- 1 ： 2001 

放出され る 危険物 質に よ る お。 14123-1 ： 1998) 
健康への リスクの 低減 一 
第 1 部： 機械 類 製造者の ための 原則 及び 仕様 

Safety of machinery —— Reduction of risks to health 
from hazardous substances emitted by machinery 一 
Part 1 : Principles and specifications for machinery manufacturers 

序文 この 規格 は， 1998 年に 第 1 版と して 発行され た ISO 141231, Safety of machinery— Reduction of risks to health 
from hazardous substances emitted by machinery ― Part 1 : Principles and specifications lor machinery manufacturers を 翻 
訳 し ， 技術的 内容 及 び 規格 票の 様式 を 変更す る ことなく 作成 した 日 本 工業規格 であ る 。 
なお， 原 国際規格の 前文 は 規定 内容で はない ので， この 規格から 除外した。 

1. 適用 範囲 この 規格 は， 機械 類から 放出され る 危険物 質に よる 健康への リスク を 制限す るた めの 原則 を 規定して 
いる。 この 規格 は， 爆発， 火炎 又は 放射能 若しくは 極度の 温度 又は 圧力 下での 挙動に 関する 健康への 危険 源に は 適用 
しない。 

備考 この 規格の 対応 国際規格 を 次に 示す。 

なお， 対応の 程度 を 表す 記号 は， ISO/IEC Guide 21 に 基づき， IDT (—致して いる）， MOD (修正して い 
る）， NEQ (同等で ない） とする。 

1，0 1^123-1 ： 1998 gaiety of machinery ― Reduction of risks to health from hazardous substances emitted 
by machinery ― Part 1 '• Principles and specifications for machinery manufacturers 
(IDT) 

2. 引用 規格 次に 掲げる 規格 は， この 規格に 引用され る ことによって， この 規格の 規定の 一部 を 構成す る。 これらの 
引用 規格 は， 記^の 年の 版 だけが この 規格の 規定 を 構成す る ものであって， その後の 改訂版 • 追 補に は 適用し ない。 
発行 年 （又は 発効 年） を 付記して いない 引用 规格 は， その 最新 版 (追 補 を 含む） を 適用す る。 

JIS B 9702 ： 2000 械 類の 安全性一 リスク アセスメントの 原則 

備考 ISO 14121 ： 1998， Safety of machinery— Principles of risk assessment カズ この規 各と 一致して レ、 る。 
JTS B 9709-2 ： 2001 機械 類の 安全性 一 機械 類から 放出され る 危険物 質に よる 健康への リ スクの 低減 一 第 2 
部： 検証 手順に 関する 方法論 
備考 〖，0 14123 2 ： 1998 ^afe ty of machmerv ― Reduction of risks to healtn from hazardous substances 
emitted by machinery — Part 2 : Methodology leading to verification procedures 力 f このま^ 格と 一- 致して レ、 
る。 

IS リ /DIS i2 1.00-1 Sarety or machinery ― Basic conceDts and 2reneral principles ror design 一 Part 1 : Basic termi- 
nology, methodology 
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3. 定義 この 规格 のために， 次の 定義 を 適用す る。 

3.1 意図す る 使用 使用 上の 指示 事項の 中に 提供され た 情報に 基づく 機械の 使用 （1SO/DIS 12100-1 参照） 

3.2 危険物 質 健康に 対して 危険な 化学的 又は 生物学 的 作用 因子で， 例えば， 次に 分類され る 物質 又は 混合物。 

—-- 3 蛮 度の 毒 1 生 (very toxic) 

一 毒性 （ tox:ic) 

- 有害 性 (harmful) 

― 腐食 性 （corrosive) 

― 刺激性 （irmant) 

― 感ィ乍 1 生 (sensitizing) 

― 発 か、 ん性 (carcinogenic) 

― 変異 原 性 （mutagenic) 

一 催 奇形 性 （teratogenic) 

― 病原 性 (pathogenic) 

― 窒息 1 生 (asphpdant) 

4. リスク アセスメント 

4.1 健康に 対して 危険な 物質から 生じる 危険 源の 同定 及び 予見 可能な リスクの 評価 は， 機械 類 製造者に よ りなされ 
なければ ならない。 この 評価 は， 可能な 限り， 機械の 寿命の いかなる 段階で も 人が 機械から 放出され る 危険物 質に 暴 

される ことから 生じる 潜在的 危険 を その 範囲と しなければ ならない。 
備考 リスク アセスメント の 詳細な 方法 は， J1S B 9702 ： 2000 参照。 
4.2 リ スクの レベル は 物 S の 危険 特性， 人への 暴露が 起こる 可^性 及び 暴露の 度合に 依存す る。 危険物 質の 健康への 
影響 は 次のと おりで ある。 

― 短期 又は 長期 間 

― 可逆性 又は 非 可逆性 

4.3 危険物 質 はいかなる 物理的 状態 （気体， 液体 及び 固体） でも 存在し， かつ， 次に より 人体に 影響を及ぼしうる。 
― 吸入 
― 摂取 

― 皮膚， 目 及び 口の 粘膜との 接触 
'-—皮膚からの 浸透 
4.4 危険物 質 は 次から 生じる^ 合が ある。 
一 機械の いかなる 部分 
—機械に 存在す る 物質 

― 機械に より 加工され る 又は 機械で 使用され る もの， 及び/又は 物質から 直接 又は 間接に 生じる 材料 
4.5 機械の 寿命の 局面 は 次 を 含む 場合が ある。 （ISO/DIS 12100-1 参照） ： 

一 製作 

― 運搬 及び 立 上げ 
― 運搬 
― 据付 
一 立 上げ 
― 使用 
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一 起動 及び 停止 を 含む 運転 
― 故障 

- 設定 又は 工程の 切替 
一 清掃 
― 調整 

一 保全 及び 修理 

一 使用 停止， 解体 及び 安全の 面からの 処分 



5. 放出の 種類 
5.1 空気 中 放出 

5.1.1 空気 中 放出 は， 危険物 質の 暴露の 重要 顕著な 根源 を 表して いる。 通常， 吸入 はすべ ての 侵入 経路 (4.3 参照） の最 
も 重要 顕著な ものである。 加えて， 空気 中への 放出が 他の 経路で， 特に 物質が 人体 表面に 付着した とき 又は それらが 
経口 摂取され ると き， 人体に 侵入す る 場合が ある。 

5.1.2 空気 中 放出 は あ ら ゆる 源 か ら 生 じる 場合が あ る 。 そ れは次 を 含む。 
一 機械 加工， 例えば， のこ 引き， 研削， 研磨， フライス 削り 
一 蒸発 及び 熱 対流， 例えば， 開放 タンク， るつぼ， 溶媒 槽 
一高 金属加工， 例えば， 溶接， ろう 付け， はんだ 付け， ならい 切削， 铸造 
一 材料の 取扱い， 例えば， ホッパー チャージ， 空気 輸送， 袋 詰め 
一 散布， 例えば， 塗装， 高圧 洗浄 
一 漏出， 例えば， ポンプ シール， フラン ジ 

一 副産物 及び 流出 液， 例えば， ドロスからの ガス， ゴムの 加 煙霧 

一保 全， 例えば， フィルター バッグ を 空に する 

一 分解 工程， 例えば， 鉛 蓄電池の 解体， 石綿 断熱材の はがし 

一 燃料 燃焼， 例えば， 内燃機関からの 排気 

-一 食品 練り 混ぜ 装置 

一 金属加工， 例えば， 水溶性 金属加工 用 潤滑剤からの 二 トロ ソァ ミン 
5.1.3 空気 中 危険物 質の 例 は 次のと おり。 ' 

一 呼吸器 刺激性 物質， 例えば， 二酸化硫黄， 塩素， カドミウム 煙霧 

一 感作 物質 (sensitizers) ， 例 えば， イソ シァ ネート， 酵素， コロホ ニゥム 煙霧 

一発がん 物質 （carcinogens), 例えば， 石綿， 六 価 クロム， ベンゼン， 塩化 ビニル モノマー 

一線 維 形成 誘導 性 粉 じん （fibrogenic dusts), 例えば， 遊離 シリカ 結晶， 石綿， コバルト 

一 窒息 性 物質， 例えば， 窒素， アルゴン， メタン 

― 生物学 的 物質， 例 えば， レジオ ネラ 属菌 （Legionella pneumophila) ， かびた 干し草 （hay) か ら 究 生す る 粉 じん 
一 人体の 特定の 部分に 影， を 及ぼす 物質， 例えば， 水銀 (神経組織， 腎臓)， 鉛 (神経組織， 血液)， 四 塩化 炭素 (神 
経 組織， 肝臓)， 一酸化炭素 （血液） 

5.1.4 空気 中 放出 は， 人間の 呼吸 域に ある 物質の 濃度 測定に 基づく 評価 技術に 依存す る 場合が ある。 そのような 測定 

結果 は， 通常， 適切な 基準と 比較され る。 

5.1.5 空気の サンプリング 法 及び 空気 中の 汚染物質の サン プリ ングを 分析す るに は， 数多く の 方法が ある'。 サン プリ 
ン ダ法ゃ 分 折 技術 は， 空気 中の 汚染物質の 性質に よ つ て 選択 さ れ るべき であ る。 
5.2 非 空気 中 放出 
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5.2.1 非 空気 中 放出 は， 摂取 又は 皮膚， 目 若しく は 口の 粘膜との 接触 又は 皮膚からの 浸透 (4.3 参照） によって 危険物 質 
に 暴露され る ことの 重要 顕著な 根源と なり うる。 

5.2.2 非 空気 中 放出 は， 次 を 含む いろいろな 状況で 発生す る 場合が ある。 
一 開口 源 か ら の 移動， 例 え ば， 二次 放出 を もたら す飛沬 及び 蒸発/凝縮 
—機械の 開口， 例えば， 保全の ため 
—機械への 侵入， 例えば， 検査の ため 
一 材料の 取扱い， 例えば， 充てん， サンプリング， 廃棄 
― 機械 部分の 取扱い， 例えば， 分解 
—正しく ない 運転， 例えば， 過剰 充てん 
—漏れ， 例えば， ポンプ シール， フラン ジ 
一 破裂 

5.2.3 非 空気 中 放出への 暴露 は， 異なった 材料に 関連す る 種々 の 危険 特性 結果と して 疾病 を 引き起こしうる。 これら 
の 物質の 同様の 例 は， 次 を 含む。 

― 腐食 性 物質， 例えば， 硫酸 

—刺激性 物質， 例えば， 湿った セメント 

—感 作物 質 （sensitizers), 例えば， クロム 化合物， エポキシ 樹脂 

—発がん 物質 (carcinogens), 例えば， 使用済み 焼入れ 油， 酸化 ベリリウム， 多 環 芳香 族 炭化水素 
一 生物学 的 因子， 例えば， 汚染され た 切削 油， 汚染され た 血液 

発生す る 疾病 は， 接触 部で 局部 的に 又は 人体の 他の 部分 (全身 又は 標的 臓器） に 影響 し た 結果， 生じる 場合が あ る 。 
いくつかの 物質に よって は， 両方の 状況が 発生す る 場合 も ある。 例えば， フヱ ノール。 

5.2.4 非 空気 中 放出 は， 空気 中の 物質の 濃度 を 測定しても 評価で きない。 濃度に 基づく 基準 を 使用す る こと はでき な 
い。 他の 基準 を 設定す る 必要が ある。 例えば， 切削 油 中の 微生物 濃度に 関する 制限。 

5.2.5 表面 汚染の 定量 的な 査定 をす る ことが 適切な 場合が ある。 適用され る 基準 は， 毒物学 的 及び 実地の 検討の 両方 
に 基づくべき である。 汚れ を 測定す る 技術 は， 次 を 含む。 

—ふき 取り 用の 布の 化学的 分析 

― 蛍光 ト レ一サ の 使用 

一 比 色 分析表 示 

― 微生物の 計数 

6. リスクの 除去 及び/又は 低減の ための 要求 事項 及び/又は 方策 危険物 質に 暴露され る リ スク は， 科学的 並びに 技 

術 的 方法 及び 暴露 限界 並びに 外部 環境 を 考慮 し， でき る 限 り 実際的に 低減し なければ な ら ない。 リ ス ク を 低減す る最 
も 適切な 方法 を 選択す る 際に， 製造者 はでき る 限り 放出 源の 近く での 暴露 リスク を 低減す る 方策 を 採用し なければ な 
ら ない。 製造者 は， 最高の 技術水準 を 考慮して， 所定の 順序で， 次の 原則 を 適用し なければ ならない。 
― 暴^の リ ス クを 除去 又は 防止す る 機械 類の 設計 

― 除去で きない リスク を 低減す るた めの 機械の 設計， それ は 次の ような 優先順位で 実施され る 

1) 放出の 低減 

2) 換気 又は 他の エンジニアリング 手段に よる 低減 

3) 機械 類に よ る 運転 又は 隔離に よ つ て 暴お 機会 を 低減 

一 残留 リスクに 関する 使用者への 情報 及び 暴露 を 低減す るた めの 追加 方策に 関する 使用者への 忠告 
備考 可能な 方策の 詳細 リスト を， 附属 書 A に 示す。 
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7. 使用 上 及び 保全 上の 情報 
7.1 使用 上の 情報 

7.1.1 製造者 は， 取扱説明書で 機械の 意図す る 使用， 機械から 発生す る 危険物 質 (4.4 参照） 及び 運転手 順 を 記述し なけ 
れ ばなら ない。 製造者 は， 必要な^ 合， 訓練に よって 達成され る 能力 レベル を 明確に しなければ ならない。 製造者 は， 
機械の 据付 及び 運転 条件が リ スクの 低減に 結果と してつな がり 得る という しかるべき 詳細 を 取扱説明書で 適切に 記述 
しなければ ならない。 

7.1.2 機械が 健康に 対する リスク を 低減す る 手段 を 備えて いる 場合， 機械 類 製造者 は， その 正しい 使用に 関する 情報 

及び その 性能に 悪 影 S を 及ぼす 要因に 関する 情報 を 提供し なければ ならない。 

7.1.3 健康に 対する リスク を 低減す る 手段に 関する 規定がない 場合， 製造者 は 適切 かつ 証明され ている 低減 方法 及 
び/又は 試験 を 明 記 し な け れ ばな ら ない。 

7.1.4 も し 危険物 質の 漏れ， 流出 又は 抑制され ていない 放出が 予測 可能な 場合， 製造者 は 健康に 対する リ スクの 範囲 
を 制限し， できる 限り 迅速に 適切な 管理 状態に 戻す ための 情報 を 提供す るべき である。 情報 は， 適宜， 非常事態 対応 
手順， 物質の 安全 廃棄 及び 放出 源が 安全に 同定され， 修理 をす る ことができ る 適切な 保護 設備に ついて 言及し なけれ 
ばなら ない。 

7.1.5 製造者 は 必要な 保護 具 及び 衛生 面に 関する 情報 を 提供し なければ ならない。 

7.2 保全 上の 情報 機械 類 製造者 は， 健康への リスクな しに 機械の 保全 をす るた めの 十分な 指示 事項 を 提供し なけ 

れ ばなら ない。 

備考 これに は 危険物 質の 放出 を 継続して 効果的に 低減す る こと を 確実に する ために 必要な 保全 を 含む。 使用者 
によ る 実施 は， できる 限り 適切な 間隔で さ ま ざまな 機能 上と 性能 上の チヱ ッ ク を 取り入れて 構成され た 保 
全 プログラム によ り 達成され る。 
例 機械 式 振動 ふるいの 使用者の ための 保全 プログラム 要素に は， 次の 定期的 チェック を 含む。 
一 封じ込め を 完全に 保った めの， ふるい カバ一， 検查 ハッチ 等 を 含む ハー ドウ ヱァの 物理的 条件 
一 カバー や ハッチ 用の ガスケ ッ ト 及び シール， それらが 無傷で 機能して いる こと を 保障す るた めに 
― 供給 及び 製造 ラインに おける フレキシブル コネクタ， それらが 常に 接続され ていて， 良い 条件に あると いう こと 
を 保障す るた めに 

一 目視チ ユック， 日常 的な 機械的 検査 及び 換気 性能 試験 を 含む 抽出 換気 
― 材料の 蓄積 

8. 安全 要求 事項 及び/又は 方策の 検証 機械 類に より 放出され る 危険物 質の 健康に 対する リスク を 低減す るた めの 
検証 手順に 関する 方法論 は， JIS B 9709-2 ： 2001 に 規定して いる。 
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附属 書 A (参考） 危険物 質への 暴露の 低減の ための 方策の 例 

備考 これらの 例 は， 機械 類 設計に 適用され， 使用者への 情報と しても 提供され る。 

A.1 リスクの 除去 及び 防止 リスク を 除去 及び 防止す るた めの 方策の 例 を 次に 示す。 

一 放出 を 引き起こす 運転の 除去 
—代替 製造 プロセスの 選択 
― 代替 作業の 選択 
― 物質 使用の 除去 

一 より 危険の ない 代替物 質， 例えば， 非 カドミウム 銀 はんだに よる 危険 材料の 置き換え 
一 完全に 密封され た 工程 及び 取扱い システム （f 列えば， 密封 ポンプ) の 使用 
― 遠隔 制御 及び 自動 化工 程の 使用 

A.2 リスクの 低減 

A.2.1 放出の 低減 放出 低減 方策の 例 を 次に 示す。 

一気 化物 質 返送 システムの 使用， 例えば， 供給 タンクへの 置換 空気の 配管 

一 粉 じん を 低減す る 形態の 使用， 例えば， 粉末の 代わりに， ペレット， か 粒， フレーク 又は 錠剤 

― 密封され た 材料 取扱い システム 

一 水分 を 含ませる ことによ る 粉 じんの 抑制 

—バルブ， ポンプ 及び フラン ジの 保全 

-- 流出 や 漏れの 防止 

一 乾燥しても 粉 じんの 出ない 液体の 使用， 例えば， 未 加硫 ゴムの 粘着 を 防止す るた めの 防 着 液の 使用 
― 危険物 質の 漏れ を 吸収す る 反応性 液体 を シャフト や シールに 含 浸， 例えば， イソ シァ ネート ポンプ (isocyanate 
pumps) 

― 例えば， コン ベア， タンクからの 放出 を 封じ込める ための 固定 カバー 又は フレキシブル 若しくは 強固な バリア 又 

は 浮遊 ボール 
—気化 物質の 凝縮， 例えば， 脱脂 溶剤 タンク 
― 負 圧での システムの 運転 

一 プロセス制御， 例えば， サーモスタット， 圧力 スィッチの 使用 
A.2.2 換気に よる 低減 換気に よる リスク 低減の ための 方策の 例 を 次に 示す。 通常， 有効性が 下がる 順序 は 次のと お 

りで ある。 

一 ほぼ 完全な 囲いから 部分的な 囲いまでの 局所 排気 式 換気 
一 囲いな しでの 局所 排気 式 換気 
― エアカーテン 

—一般的な 希釈に よる 換気， 例えば， 清浄な 空気の 流入に よる 抽気 
一 建築 設計に よる 換気， 例えば， 高い 建 屋内の ホット プロセス 
A.2.3 管理 又は 隔離に よ る 暴露の 低減 管理 又は 隔離に よ る 暴露の 低減 方策の 例 を 次に 示す。 

一本 来 的で ない アクセスの 禁止， 例えば， 閉じ込められた 空間 又は 危険な 運転 又は 高 リスクの 区域 
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一 危険 及び 非 危険 運転の 分離， 例えば， 部分的 囲い， 仕切り 又は 別建屋 により 

一 危険 源に 暴露され る 人員の 数の 低減， 例えば， 多 技能 教育 又はより 効果的な 作業 訓練に より 

一 必要な 場合の み， 制御 室から 汚染され た 区域に 入って 行う プロセスの 操作 

― 流出 物の 拡散 を 防止す る 隔壁の 使用 

― 暴露 時間の 低減 

A3 残留 リスクに 関する 情報 及び 他の 方策 残留 リスクに 関して 提供され る 情報 又はと るべき 方策 を 次に 示す。 

一 定期 清掃 又は 汚染され た 壁， 表面 等の 消毒 

- 健康に 対して 危険 源と なる 物質の 安全な 貯蔵 又は 廃棄の ための 手段の 规定 
― 適切な 保護 具 

一 汚染 区域での 飲食 及び 喫煙の 禁止 

一 汚染され た 衣類の 洗濯の ための 適切な 装備 を 含む， 衣類の 洗濯， 交換 及び 保管の ための 適切な 施設の 規定 及び 保 
全 

― 該当する 人員の ための 適切な 情報， 指示 及び 訓練 
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機械 類の 安全性 一 機械 類から 放出され る 
危険物 質 に よ る 健康への リスク の 低減 一 
第 1 部： 機械 類 製造者の ための 原則 及び 仕様 

解説 



この 解説 は， 本体 及び 附属 書に 規定 • 記 載した 事柄， 並びに これらに 関連した 事柄 を 説明す る もので， 規格の 一部 
ではない 

この 解説 は， 財団法人 日本規格協会が 編集 • 発行す る もので あり， この 解説に 関する 問い合わせ は 財団法人 日本 規 
格 協会に ご連絡く ださい。 

1. 制定の 趣旨 この 規格 は， ISO [International oiganization for standaidization (国際 標準化 機構）] 规 格の ISO 14123 
-1 (safety ot machinery — Reduction of risks to health from hazardous substances emitted by machinery —— Part 1 : Princi- 
ples and specifications for machinery manufacturers) の 第 1 版 （1998) を 技術的 内容 及び 様式 を 変更す る こ と な く 制定した 
日本工業規格 である。 

'なお， ：l:SO で 発行され る 安全 規格 を， WTO/TBT 協定の 観点から 早期に 国際 安全 規格に 一致した 日本工業規格と し 
て 制定す る 必要性に 鑑み， この 規格 を 制定した。 

2. 制定の 経緯 この 規格 は， 平成]. 2 年度に 社団法人 日本 機械工業 連合会 を 審議 団体と する 原案 作成 委員会 は 参照） 

に おいて 作成 し た 原案に 基づいて 制定 した。 

な お ， 原 国際規格に 基づい た 日 本 工業規格 は これ ま でに 作成 されて おらず， こ の 制定が 初めて の ものである。 

3. 規定 項目の 内容に 関する 解説 

3.1 全般 この 規格 は， 原 国際規格 系 タイプ A 規格の ISO/DIS 12100-1 の 基本概念， 一般 原則 等に 基づく 国際 安全 

規格 体系の タイプ B 規格に 相当し， この 規格の 原則 及び 仕様 は， 他の タイプ B， C 規格で も 共通に 適用す る ことが 要求 さ 

れる。 

3.2 "2. 引用 規格" 

a) "3.1 意図す る 使用" ： 原 国際規格 では ISO/TR 12100-1 (TR B 0008 ： 1999) を 引用 規格と している 力つ この 规 

格で は， iso/ms 121.00- 1 を 引用 規格と した。 

b) 4.1 及び 4.5 ： 原 国際規格 では， ISO/TR 12100-1 (TR B 0008 ： 1999) を 引用 規格と している 力つ この 規格で 
は， JIS B 9702 ： 2000 を 引用 規格と した。 

3.3 "3. 定義 及び 用語" この 規格で 示される 定義の 補足説明， 並びに この 規格に 記 栽され た 重要な 用語 及び その 関連 

用語の 定義と 説明 を 下記に 示す。 

a) "3.1 意図す る 使用 （intemled use of a machine) " 意図す る 使用 は， "使用 上の 指示 事項の 中に 提供され た 情報 
に 基づく 機械の 使用 （ISO/DIS 12100-1, 3.12A)" と 定義され ている。 

b) "危険 源 (hazard) "， "危険 状態 （hazardous situation) " 及び "危害 (harm) " 危険 源 は "危害 を 引き起こす 根源 
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(ISO/DIS 12100 1, 3.5) - と 定義され， 危険 状態 は" 人の 危険 源 (一つ 又は 複数) への もき I 犬況， 暴露 は 直ちに 
又は 長時間に わたり 危害 を ひき 起こす 可能性 を 有す （1SO/DIS 12100-1, 3.6)" と 定義され， 危害 は" 身体 的 傷 
害 又は 健康 障害 (ISO/DIS 12100-1, 3.4A)" と 定義され る。 これらの 関係 を 解説 図 1 に 示す。 解説 図 1 は 危険 源 

から 危害に 至る プロセス を 示して いる。 

この 規格の 5.1 及び 5.2 に 示す とおり 危険物 質の 空気 中 放出 及び 非 空気 中 放出 は， 危険物 質の 暴露の 重要 顕著な 

根源 を 表して おり， これらの 危険 源の みで 危険と なる のでな く， 人との 関係で 危険 状態が 発生し， 保護 方策 ["リ 
スクを 低減す るた めに 意図され る 方策 (ISO/DIS 12100-1, 3.】. 7 A)"] が 不足， 不適切， 不具合と なると 危険 事象 
(hazardous event) が 発生し， その 回避が 失敗す ると 危害に 至る こと を 示して いる。 



危険 源 



人 



危 険 状 態 



保護 方策の 不足， 不適切， 不具合 



危険 事象 発生 



回避の 失敗 

1 

危害 
解説 図 1 

c) " リ ス ク （risk) "及び" リスク アセスメント （risk assessment) " リスク は "危害の 発生 確率 と 危害の ひ ど さ の 組 
合せ （ISO/DIS 12100-1， 3.6)" と 定義され， リスク アセスメント は" リスク 分析 [機械の 制限の 決定， 危険 源 
の 同定 及び リスク 見積りの 組合せ （ISO/DIS 121001, 3.SA)] 及び リスクの 評価 [リスク 分析に 基づき， 許容 可 
能な リ ス クが 達成され たか どう か を 判断す る （ISO/DIS L2100-1, 3 .SB)] のす ベての プロセス （ISO/DIS 
12100-1, 3.8)" と 定義され ている。 リスク アセスメント は， 機械 類に 付随す る 危険 源の 審査 を 系統的 方法で 実 
施 可能 とする ための 一連の 理論的 プロ セ ス であ り， これらの プロセス を 解説 図 2 に 示す。 
なお， リ ス ク 分析 は， 機械 類の 制限の 決定， 危険 源の 同定， リ スクの 見積り を 含む。 

この 规格 では， 機械 類 造 者 は， 4.1 で 健康に 対して 危険な 物質から 生じる 危険 源の 同定 及び 予見 可能な リ ス ク 
の 評価 を 行わ な け れ ばな らな いと 規定して いる。 

機械 類 製造者 は， リスク アセスメントに 引き続いて， 必要な 場合 いつでも， 6. に 示す 方策で リスク 低減 を 行い， 
この プロ セ スを繰 り 返 して 可能な 限 り 危険 源 を 除去 し なけ れ ばな ら ない。 
I "許容 可能な リスク (tolerable risk) " 及び "残留 リスク (residual risk) " 許容 可能な リ ス ク は "その 時代の 価 
ィ 直観に 基づく， 所定の 状況の 下で 受 入れられる リスク （例えば 国家 規制 又は 法律） （ISO/DIS 12L00-1, 3. 7 .B)" 
と 定義され， 残留 リスク は "保護 方策が 講じられた 後 残る リスク （ISO/DIS 12100-1, 3.7A)" と 定義され る。 
これらの 関係 を 解説 図 3 に 示す。 

許容 可能な リスク は， この 規格で は 明確な 判断基準 は 示されて いなく， その 時代の 技術水準 や 社会の 価値観， 
法律上の 問題 等 さ ま ざまな 要素に よ り 決められる もので あ り， その 決定 はこの 規格 を 使用す る 製造者の 判断と な 
る。 
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残留 リスクに 関して は， 前提と して， 安全 は 必ず 絶対 安全と いう ことで はなく， 多少 リスクが 残る という こと 
を 前提と して， リスクとの 相関関係 により 安全 を 考えて おり， 許容 可能な リスクまで 低減し， その後な お リスク 
が 残る としてい る。 

この 規格で は， 6. で 製造者 は 使用者へ 残留 リスクに 関する 情報 及び その 暴露 低減の ための 追加 方策に 関する 忠 
告 を 行わ な け れば ならない としてい る。 



開 始 



No 



Yes 



リスクの 評 ii 








機械 類の 制限 
の 決定 










リスク 分析 


危険 源の 同定 




. 1 - " 


リ ス ク の M ^成 







リ ス 



ン ト 



解説 図 2 




e) "機械 類， 機械 (macMnery, machine)" 機械 類， 機械 は "連結され た 部分 又は 構成 部分の 組合せで， そのうち 
の 少なく とも一 つ は 適切な 機械的 ァ クチ ユエ ータ， 制御 及び 動力 回路 等 を 備えて 動く ものであって， 特に 材料の 
加工， 処理， 移動， 梱包と いった 用途に 合うよう に 結合され たもの" と 定義され， 機械 類と いう 用語 は "機械の 
集合体に 対しても 用いる （ISO/DIS 12100- 1 の 3.1)" と 定義され ている。 

3.1 "6. リスクの 除去 及び/又は 低減の ための 要求 事項 及び/又は 方策" 製造者 は， この 規格の 6. に 示される 3 つの 項 

目 を 番号 順に 適用す るよう 規定され ている。 これ は， ISO/DIS 12100- 1 の 3 . [保護 方策 (protective measure)] の 

中の （I) で "設計者に よる 方策が 
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① 本質的 設計 方策 （危険 源 を 除去す るか， 又は， 保護 装置 を 使用せ ず 危険 源に 関連す る リスク を 低減す るかの， い 
ずれ かの ため に 設計に 組み込ま れ た 保護 方策） 

② 安全 防護 方策 (本質的 設計 方策に よ り 合理的に 除去で きない， 又は 十分に 制限で きないよ う な 危険 源 か ら人を 保 
護す るた めの 安全 防護 物の 使用に よる 保護 方策) 及び 追加 保護 方策 [保護 方策が 不具合の 場合に 支援 (バッ クァ 
ッフ。 ) する よ うな もの] 

③ 使用 上の 情報 [使用者に 情報 を 伝える ために 個別で 又は 組み合わせて 使用す る 伝達 手段 (例えば， 文章， 語句， 
標識， 信号， 図形） からなる 保護 方策] 

により 実行され る" と 規定され ている 項目と 対応して おり， この 規格で は， その 具体的な 事柄 を 詳細 リストと して こ 
の-規格の 附属 書 A (参考） に 示して いる。 

3. 2 危険 i| ^質、 hazardous substance) 

a) この 規格で は， 化学的 作用 因子 及び 生物学 的 因子に 関し 原 国 ほ 規格に 機械 用 と して は 特殊な 専門用語が 用いられ 
ており， 対応す る 和訳 用語 は， 関連す る 分野の， "日本工業規格の 用語 規格に 定められ ている 用語 "及び" 文部省 

制定の 学術用語" を 優先 使用して 規定し， 未 制定の 分野の 和訳 用語 は， 文献 や 辞典に 記載の 用語， ra 連の 学会 や 
団体で 使用して いる 用語 等の 中から 選び "日本工業規格 における 用語 規格の まとめ 方" に 従って 規定した。 なお， 
化学的 作用 因子 及び 生物学 的 作用 因子に 関す る 用語と して は， 関連の 学会 や 団体で 種々 の 和訳 用語が 用 い ら れて 
おり， この 規格で は， 原 国際規格の 英語 を 括弧 内に 併記した。 

b) 個々 の 危険物 質の 情報 は， 危険物 質の 供給者 (suppli. ぼ) から 提供され る 化学物質 等 安全 データ シー ト （MSDS) (JIS 
Z 7250 参照） や Web から， 例えば ICSC 力一 ド （国際 化学物質 安全 カー ド） top ： 〃www.m'h s .go.jp./I:CSC/ 等から 得 

られ る。 



4. 原案 作成 委員会の 構成 表 平成 10 年に 設置され た 原案 作成 委員会の 構成 表 を， 次に 記す。 

JIS B 9709- 1( 機械 類の 安全性一 機械 類から 放出され る 危険物 質に よる 健康への リスクの 低減 一 
第 1 部 ： 機械 類 製造者の ための 原則 及び 仕様） 
原案 作成 委員会 構成 表 

氏名 所属 



向 




政 


男 


明治 大学 


丸 


山 


弘 


士 
め、 


東京 理科大学 




III 


贞 


、、ム 

in 


通商産業省 工業技術 院 標準 部 


高 


橋 


祐 


輔 


労働省 労働 基準 局 


杉 


本 




旭 


^働 省 産業 安全 研究所 


大久保 


尭 


夫 


日本 大学 


川 


に.] 


邦 


供 


社団法人 産業 安全 技術 協会 


粲 


川 


壮 




中央労働 災害 防止 協会 


中 


嶋 


洋 


介 


社団法人 日本 圧接 協会 


渡 


辺 




正 


社団法人 U 本 建設機械 化 協会 


大 


截 


文 


芳 


社団法人 日 本 工作 氣^ 工業 会 


佐々 木 


孝 


雄 


社団法人 日 本 縫製 機械工業 会 


佐 


藤 


公 




社団法人 EI 本 ロボ ッ ト 工業 会 


橘 




良 


彦 


旭 石 肖 子 株式会社 


山 


本 


博 


義 


株式会社 荏 原 製作所 
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大 


竹 


勝 


彦 


株式会社 神 戸 製鋼所 


大 


坂 






(元） 株式会社 小 松 製作所 


高 


橋 


岩 


重 


株式会社 小 松 製作所 




木 


光 


夫 


住友 重 機械工業 株式会社 


竹 


原 


操 


平 


株式会社 ダイ フク 


秦 








東芝 «械 株式会社 


杉 


田 


真 




豊^ェ 機 株式会社 


古 


沢 




登 


トヨタ 自動車 株式会社 




原 


弘 




日 本 信号 株式会社 


井 


上 


洋 




シン ョ 一'サン ヮ テク ノ ス 株式会社 


芦 


田 




暁 


株式会社 日立 製作所 


晶 


室 


康 


夫 


株式会社 牧野 フ ラ ィ ス 製作所 


渡 


辺 




清 


三菱 重工業 株式会社 


今 


泉 


武 


男 


三菱 電機 株式会社 


WX 






曰 


iSr^Bfe^-^ 脸 M 検 報 fife 業 R 

通 問 座 未, 慌概 1 B WM^MJ 


山 


P 


敦 


司 


通商産業省 工業技術 院 標準 部 


水 


島 




浩 


社団法人 日 本 機械工業 連合会 


宫 


崎 


浩 




社団法人 日 本 機械工業 連合会 


石 


田 




実 


社団法人 日本 機械工業 連合会 



JIS B 9709- 1 作成 WG 構成 表 



(主査) 



(事務局) 



山 


本 


博 


義 


株式会社 荏 原 製作所 


古 


沢 




登 


ト ョタ 自動車 株式会社 


竹 


原 


操 


平 


株式会社 ダイ フク 


橘 




良 


彦 


旭 硝子 株式会社 




崎 


浩 




社団法人 日 本 機械工業 連合会 


石 


田 




実 


社団法人 日 本 機械工業 連合会 



解 5. 



★ ^ 存 について のお 問合せ は， 技術 部 規格 開発 ^ へ FAX ； 03-3405-5541 で ご連絡く ださい。 

★ JIS 規格 票の 正誤 票が 発行 さ れた 場合 は， 次の 要領で ご 案内いた します。 

(D 当 協会 発行の 月刊誌" 樣準ィ 匕 ジャーナル" に， 正. おの 内容 を揭 載いた します。 
(2) 毎月 第 3 火曜日に， "日 辁産桀 新聞 "及び" 日刊 工業 新 (T の JIS 発行の 広告欄で， 正 狭 票 
が 発行され た JIS 規格 番号 及び 規格の 名称 をお 知 ら せいた し ま す。 
なお， 当 協会の JIS 予約者の 方に は， 予約され ている 部門で 正 轵累が 発行され た 場^^に は 自動 
的に お送りい たします。 

★ JIS 規格 票の ご注文 及び 正 趺果 を ご 希望の 方 は， 苷及 事業 部将 及 紫務課 (FAX ： 03-3583-0462) 
又は 下 g 己の 当 協会 各 支部へ FAX でお 願いいた します。 
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